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１．項目 遠隔医療に関わる規制の見直し 
２．既存の制

度・規制等

によってＩ

ＣＴ利活用

が阻害され

て い る 事

例・状況 

医師法第 20 条、歯科医師法第 20 条によって、医師ならびに歯科医師は、

自ら診察を行い、対面で業務を行うことが義務付けられている。「遠隔診療」

については、厚生労働省通達「情報機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診

療」）について」の一部改正において、近年の情報通信機器の技術開発・向

上に伴い、一定の条件の下、遠隔医療に対し緩和が図られてきているもの

の、原則は対面診療となっており、遠隔医療の対象は、在宅難病患者等、

決められた医療分野で、かつ一部の僻地や離島などに限られている。 
 
 また、遠隔医療を行う際に用いる機器が薬事法上の「医療機器」に該当

するか不明確な場合がある。 
 

３．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の根

拠 

医師法第 20 条、歯科医師法第 20 条、 
医政局長通知(医政発第 0331020 号)「情報通信機器を用いた診療(いわゆる

「遠隔診療」)について」の一部改正について(平成 15 年 3 月 31 日) 
 
薬事法施行令 
医師法第１７条、歯科医師法第１７条及び保健師助産師看護師法第３１条、

医政発第 0726005 号 平成 17 年 7 月 26 日 厚生労働省医政局長通知 
 
民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する

法律等の施行等について（平成 17 年３月 31 日医政発第 0331009 号、薬食

発第 0331020 号、保発第 0331005 号） 
 
医療法(昭和２３年法律第２０５号)第２１条、第２２条及び第２２条の２

に規定されている診療に関する諸記録 
 

４．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の見

直しの方向

性について

の提案 

医師不足や緊急時の対応、医療の効率化や質の向上の観点から、ICT の

進化に即し、遠隔医療を柔軟に拡大していくべきである。 
 患者からの要請があり、医師や歯科医師の判断に基づき遠隔医療が実施

できると判断できる場合は、厳密な対面診療については緩和を図るべき。

医師法第 20 条「自ら診察をしないで、治療をし…」に関して、遠隔医療の

定義を追記明示し、遠隔医療が無診察治療と解釈される余地を払拭すべき

である。 
 今後は、遠隔医療の対象を、（１）実証実験などで得た科学的根拠に基づ

くデータがある医療領域に拡大し、（２）都心部での遠隔医療も可能とする

など、地理的制約を撤廃することにより、国民医療の質の向上や医療コス

ト低減に結びつけるべきである。 
 
 また、遠隔医療を行う際に用いる機器が薬事法上の「医療機器」に該当

するか不明確な場合があり、情報通信技術の進展に合わせて、迅速な承認
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や分類を行うべきである。診療報酬に関しては、ＩＴ機器の利用や遠隔支

援側にも配慮した制度とすべきである。 
 

 


